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H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年

救急出動件数（全国）（右軸） 5,277,936 5,237,716 5,290,236 5,097,094 5,122,226 5,463,682 5,707,655 5,802,455 5,909,367 5,984,921 6,054,815

搬送人員（全国）（右軸） 4,955,976 4,892,593 4,902,753 4,678,636 4,682,991 4,979,537 5,182,729 5,250,302 5,340,117 5,405,917 5,478,370

救急出動件数（宮城県）（左軸） 83,906 84,264 86,192 82,445 83,311 91,440 103,694 98,228 98,694 101,344 103,126

搬送人員（宮城県）（左軸） 78,406 78,270 79,832 75,661 75,802 82,255 93,925 88,079 88,987 90,927 92,543
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救急出動件数・救急搬送人員の推移（出典：消防庁「救急・救助の現況」別表３/４からデータ抜粋）

●救急自動車による出動件数及び救急搬送人員は、いずれも増加傾向である。

●宮城県では、ここ１０年間（H27年 対 H17年）で、

・救急出動件数は、約１．９万件（約２３％）増加

・救急搬送人員は、約１．４万人（約１８％）増加
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年齢区分別搬送人員構成比（出典：消防庁「救急・救助の現況」別表５からデータ抜粋）
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傷病程度別搬送人員構成比（出典：消防庁「救急・救助の現況」別表７からデータ抜粋）
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●平成２７年中における、救急
自動車による搬送人員は、９
万２，５４３人で、平成２３年を
除くと、直近６年間で、過去最
高を記録した。

●県民の２５人に１人が、救急
自動車で搬送されたことにな
る。（平成２７年国勢調査人口
ベース）

●年齢区分別では、高齢者の
割合が、５６．４％と高くなって
おり、高齢者の占める割合は
年々増加している。

●救急自動車による搬送を傷
病程度別でみると、軽症割合
が３４．３％となっている。

●なお、軽症割合は、全国平
均以下ではあるが、実数で
は、３万１，７４６人となってい
る。
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現場到着所要時間及び病院収容所要時間

（出典：消防庁「救急・救助の現況」別表８の１/８の２からデータ抜粋）

現場到着（宮城県） 病院収容（宮城県） 現場到着（全国） 病院収容（全国） ●救急搬送件数及び救急搬送
人員の増加等に伴い、救急
搬送における医療機関への
受け入れに時間を要するケー
スが発生している。

●平成２７年中の救急自動車
による現場到着所要時間は、
平均８．６分で全国平均と同
様となった。

●現場到着所要時間は、近年
は、横ばいで推移している。

●また、平成２７年中の救急自
動車による病院収容所要時
間は、平均４２．５分となって
おり、これは、全国４０番目の
所要時間である。

●全国的にも、病院収容所要
時間は、増加傾向にある。
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区分
（重症以上）

１回 ２～３回 ４～５回 ６～１０回 １１回～ 計 ４回以上

最大
照会

回数

件数

（宮城県）
６，７５２ １，８５７ ３９８ １９４ ３１ ９，２３２ ６２３ １８

割合

（宮城県）
７３．１％ ２０．１％ ４．３％ ２．１％ ０．３％ １００．０％ ６．７％

件数

（全国）
３６１，６６６ ５８，２２２ ８，６５８ ２，８２９ ２６７ ４３１，６４２ １１，７５４ ３９

割合

（全国）
８３．８％ １３．５％ ２．０％ ０．７％ ０．１％ １００．０％ ２．７％

医療機関に受入照会を行った回数ごとの件数（出典：消防庁「平成２７年中の救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査の結果」

区分
（重症以上）

１５分未満
１５分以上
３０分未満

３０分以上
４５分未満

４５分以上
６０分未満

６０分以上 計 ３０分以上

件数

（宮城県）
４，０８９ ４，１３３ ７３６ １７３ １０１ ９，２３２ １，０１０

割合

（宮城県）
４４．３％ ４４．８％ ８．０％ １．９％ １．１％ １００．０％ １０．９％

件数

（全国）
２３３，２５３ １７６，０１０ １６，８５３ ３，４６０ ２，０６６ ４３１，６４２ ２２，３７９

割合

（全国）
５４．０％ ４０．８％ ３．９％ ０．８％ ０．４％ １００．０％ ５．２％

現場滞在時間区分ごとの件数（出典：消防庁「平成２７年中の救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査の結果」

●救急搬送件数の増加等に伴い、救急搬送における医療機関への受け入れに時間を要
するケースが発生している。

●宮城県は、照会回数４回以上・現場滞在時間３０分以上とも、全国平均を上回っている。

都県 4回以上 30分以上
宮城県 6.7% 10.9%
茨城県 3.8% 5.9%
埼玉県 5.7% 15.0%
千葉県 4.2% 10.3%
東京都 4.0% 5.5%
新潟県 3.0% 7.9%
三重県 3.0% 6.3%
兵庫県 3.7% 6.0%
奈良県 8.6% 13.4%
広島県 3.0% 7.7%

平均 2.7% 5.2%

※全国平均を上回る１０の都県
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応急手当講習受講者数（出典：消防庁「救急・救助の現況」別表１２からデータ抜粋）

応急手当受講者数（宮城県） 応急手当受講者数（全国）

応急手当実施割合（全国）

●応急手当の普及啓発活動に
ついては、「応急手当の普及
啓発活動の推進に関する実
施要綱」に基づき、各消防本
部において、講習が行われて
いる。

●平成２７年中の消防本部が
実施する、普通・上級救命講
習受講者数は、１６８人/１万
人であった。

●全国平均を上回る受講者数
となっている。

●バイスタンダー（現場に居合
わせた人）による応急手当
（胸骨圧迫・人工呼吸・ＡＥＤ
による除細動）の実施割合は
年々増加しており、平成２７年
は、心肺機能停止傷病者の４
８．１％にバイスタンダーによ
る応急手当が実施されてい
る。

●平成２７年中における全国
の救急隊が搬送した全ての
心肺停止傷病者のうち、救急
隊の到着時に家族等により
応急手当が実施されている場
合の傷病者の１ヵ月後の生存
者数の割合７．０％と、応急手
当が実施されていない場合の
割合５．７％を比較すると約
１．２倍救命効果が高い。

出所：消防庁「平成２８年版 救急・救助の現況」ｐ４６から抜粋
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●救急病院等を定める省令（昭和３
９年厚生省令第８号）に基づき、救
急隊により搬送される傷病者に関
する医療を担当する医療機関とし
て、平成２９年４月１日現在、７３医
療機関を認定している。

●人口１０万人あたりの医療機関数
は、３．１機関で、ほぼ全国平均並
みとなっている。

●また、三次救急医療を担う、救命
救急センターは、すべての二次医
療圏に設置されている。（順不同）
・仙南医療圏：
①みやぎ県南中核病院

・仙台医療圏：
②仙台医療センター
③仙台市立病院
④東北大学病院

・大崎・栗原医療圏：
⑤大崎市民病院

・石巻・登米・気仙沼医療圏：
⑥石巻赤十字病院

●人口１００万人当たりの救命救急
センター数は２．５医療機関で、全
国平均を上回っている。
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救急告示医療機関状況（出典：消防庁「救急・救助の現況」別表１４からデータ抜粋・加工）

医療機関数（宮城県） 10万人あたり医療機関数（宮城県）

10万人あたり医療機関数（全国）
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救命救急センター位置図
（H29.4.1現在）
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H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

救命救急センターの状況（出典：厚生労働省「救命救

急センターの現況調べ」からデータ抜粋・加工）

※人口出所：平成２７年国勢調査

医療機関数（宮城県）

100万人あたり医療機関数（宮城県）

100万人あたり医療機関数（全国）
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宮 城 県 の 取 り 組 み （県費支出を伴う主なもの）

病院前救護・普及啓発
三次救急医療
（救命救急医療）

二次救急医療
（入院を要する救急医療）

初期救急医療 救命期後の医療

救命救急センター運営支
援事業

救急搬送患者受入促進事
業（※１）

・ドクターヘリ運航事業
・フライトドクター/フライトナース養成事業

救急医療体制充実促進事
業（※２）

ＡＥＤ普及啓発事業 救急科専門医養成・派遣事業
救急患者退院コーディ
ネーター事業

地域救急医療ワークショッ
プ運営事業

医師・看護師の救急対応力向上研修事業
患者搬送体制整備事業
（※３）

受入困難事案患者受入医療機関支援事業（※４）

救急電話相談事業（※５）
・大人版救急電話相談事業 ・こども夜間安心コール

救急医療情報センター運営事業

【注釈】
※１・・・救急搬送患者を受入れた民間の医療機関（二次・三次救急医療機関を除く。）で、病院にあっては５０人以上、診療所にあっては３０人以上の救急搬送患者を受け入れた医療機関

に対して助成金を交付し、財政支援を行うもの

※２・・・地域の特性に応じた救急医療体制の充実を図るため、県内の各郡市医師会において実施する体制充実に係る事業に対して助成金を交付し、財政支援を行うもの。

※３・・・急性期病院から慢性期病院等の後方支援医療機関への円滑かつ効率的な転院・搬送体制を整備するために必要な経費について財政支援を行うもの

※４・・・受入困難事案患者を確実に受け入れる医療機関を確保することにより、救急搬送受入困難事案の解消を図るため、第二次及び第三次救急医療機関が受入困難事案患者を受け
入れた場合に、助成金を交付し、財政支援を行うもの。

※５・・・大人(H29.10.1開始予定)：平日１９時～翌８時、土曜：１４時～翌８時、日・祝日：８時～翌８時、小児：毎日１９時～翌８時
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